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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１４８　　２０１１年　１１　月　１０　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
【今回の事件の経過と今後の予想される展開】
２００９年１１月に水道部の職員が収賄容疑で逮捕されました。この時に水道部では「架空工事事件」がありましたが、市は告訴せず、職員は免罪されました。２０１０年３月には環境部の職員が市の指名業者（市の職員にも）に対して詐欺容疑で逮捕されました。同時に庁舎内で公金の使い込みも発覚しましたが、お金を返したという事でこれに関しては無罪放免になりました。

１０月　４日　職員らが競売入札妨害で逮捕され、1昨年から３人目。業者の他に市長の側近（後援会員以上に、身内で、私設秘書といわれている）も逮捕。
市議会は、市長に対する問責決議をしましたが、市長には、この重大な意味を分かっているとは思えません。賛成しなかった数人の市議の良心も疑われます。
１０月１３日　「桑名市不祥事再発防止対策評価会」は、自ら襟を正す必要を問われています。「今回の事件は、再発防止に取り組む以前のものだから今回の取り組みが否定されたものでない」と軽くいなしています。「不祥事再発防止対策評価会」は、幹部職員６名と外部のアドバイザー委員２人（三重大準教授と桑名市の顧問弁護士）の８人です。幹部職員委員には反省の色が窺がえず、１時間余りの会議中、職員委員の２人が一言も発言しませんでした。外部のアドバイザー委員の行政当局を追及する活躍が目立ち、２人のための評価会のようでした。
１０月２６日　Ｘデーには４人目の逮捕がでました。都市整備部建築住宅課修繕係は、２つの係がありますが、朝から閉店状況でした。７人の係員（係長を含む）の内、３人が前日に休暇届を出して休みでした（ある意図を感じました）。課長と係長は、午後から愛知県警へ出張（部長談）と聞いてびっくりしました。
１０月２８日　競売入札妨害事件の説明のため、市議会では全員協議会が開かれました。私は、桑名市は、職員をどの様に管理しているのか。職員の何人が今回の事件で警察に呼ばれているのか把握しているのか。そのために休暇を取って行かれた人と出張で行かれた人は何人なのか質問しました。市長公室長の答弁では「把握してない。２件、出張命令書が出ている」でした。　（→）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
（→）　同日　午後から入札調査委員会が開催されました。今回外部より３人の委員（会計士、弁護士、大学準教授）が入りました。業者の積算内容等の内部調査の結果報告と、現在使用している最低制限価格制度（中央公契連モデル）の検証が行われ、業者団体である建設業協会桑員支部と意見交換をし、見直し案が提案されました。（何故この時点で業者に意見を聞くのか不思議でなりません。泥棒に泥棒が入らないようにするにはどうするのかを聞いているようなものです。）
１１月　１日　元議長が代表の市民団体が市長に辞職を申し入れました。
１１月　４日　各派代表者会議が開かれ、議長より議会から３項目の申し入れ（案）を１０日までに出す事が確認されました。内容は、①入札制度の改善②業者に企業倫理を求める③公務員倫理の徹底（通報制度）となっています。
１１月　７日より２２日まで６回にわたって全職員に公務員倫理研修を実施、講師は、顧問弁護士である楠井法律事務所が担当し、初日は赤木氏でした。今回研修を受けた１６０名余りに、感想文の提出を求めたいと思います。
１１月１０日　議会からの申し入れは不十分なものでした。入札調査委員会を開催して最低制限価格の方式を決定し中止になっている入札を再開する予定です。
１１月１７日　第２のＸデーと噂されています。競売入札妨害事件の奥に潜むのは何なのか。いよいよ核心に迫ることができるのか注目されています。
２０１１年１２月議会スケジュール（予定）
１２月　６日（火）　午前１０時　　本会議開会（役員改選、配属決定等）
１２月　７日（水）　午前１０時　　本会議開会（役員改選、議案上程、説明）
１２月１３日（火）～１６日（金）
午前１０時  　本会議（議案質疑・一般質問）
１２月１９日（月）―２０日（火）　常任委員会
１２月２６日（月）　午後　１時  　本会議(委員長報告、討論、議決）閉会
１１月２８日（月）午後　５時　１２月議会への請願の受付終了

１１月２９日（火）午前１０時　議会運営委員会
. １２月議会は、議長・副議長の選挙や常任委員会の所属の変更が行われます。.
環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への参加表明に反対　　　　　ｐ野田首相は、１１月中旬のアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）の首脳会議でＴＰＰ交渉への参加を表明する考えです。できるだけ早期に結論を出すと繰り返し発言し、ＴＰＰ参加を前提に「農業再生との両立」や「経済の成長力を取り込む」等と言っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＴＰＰは農産物を含めすべての関税をゼロにするものです。農水省は、すべての関税がゼロになれば、食料自給率が４０％から１３％に急落し､コメ生産の９割が破壊されると試算しています｡政府の農業再生計画は､経営規模を５年間で１０倍にする大規模化を打ち出しています｡これ自体､中小農家を切り捨てる危険があるうえ､たとえ日本の耕作面積が１０倍になっても､はるかに大きなアメリカやオーストラリアには太刀打ちできません｡これで「農業再生と両立」するのでしょうか｡ＴＰＰは事実上、アメリカとの自由貿易協定（ＦＴＡ）です。ＴＰＰ参加でアメリカへの輸出が増えるどころか、逆に輸入が一方的に増え、国内では失業者が増えて、家計と消費、内需が冷え込むのは目に見えています。アメリカが多少関税を下げても円高が進めば吹き飛びます｡｢成長力を取り込む」どころか、アメリカの輸出戦略に取り込まれるのが現実であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党の志位委員長は国会で､ＴＰＰ交渉への参加問題をとりあげ､政府の暴走に反対し､経済主権･食料主権を尊重した経済関係の確立を求め、 （１）大震災からの復興の妨げになる（２）食料の安定供給を土台から壊す（３）暮らしのあらゆる分野で米国の対日要求が強要される（４）世界経済の成長を取り込む保障はない―などの問題点を指摘し､ＴＰＰ参加がアメリカにまるごと日本を売り渡す｢亡国の政治｣になると訴えました｡　　　　　　　　　　　　　　     
PpppＧ２０で消費税１０％表明、国際公約に　　　　　　　　　ｐ野田首相は、１１月３日フランス・カンヌでの２０カ国首脳会議（Ｇ２０）で、「２０１０年代半ばまでに段階的に消費税率を１０％まで引き上げる」との方針を表明しました。この方針は、６月３０日に政府・与党社会保障改革検討本部が決めた「社会保障と税の一体改革成案」に盛り込まれたもので、閣議報告に留まっているものです。庶民増税に執着する野田首相は以前から“ミスター増税”と呼ばれています。しかし、首相就任以来、消費税率１０％への増税について、その必要性や暮らしへの影響など、首相の口から国民に対しては何の説明もありません。国民には何ら具体的に語らず、国際会議で一方的に消費税率１０％を「公約」するという日本国民が眼中にないやり方に憤りが広がっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ政府はバブル崩壊後、アメリカと財界の要求に従って大型公共事業に湯水のように税金をつぎ込みました。さらに大企業・大銀行への減税や公的資金投入で財政赤字を積み上げた揚げ句に「財政危機」を宣言し、消費税増税、医療費値上げなど国民負担増路線に突き進みました。その結果、日本経済は大不況に陥り、財政赤字をいっそう膨らませています。暮らしを痛めつける財政再建策は内需を冷え込ませ、税収を減らして赤字を拡大する大失政になりました。民主党は野党時代には、この失政を批判し、２００９年に政権に就いたときの総選挙では消費税を増税しないと国民に公約していました。その公約を完全に裏切って、しかも国民の頭越しに消費税１０％への増税を「国際公約」したことは、本末転倒です。
ppppppppppp南スーダンに陸自派兵を政府決定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ政府は１日の閣議で、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に陸上自衛隊の施設部隊を派兵する方針を正式に確認しました。年明けから宿営地を設営する先遣隊約２００人を首都ジュバに順次派遣し、５月以降に施設部隊約３００人と交代させることを検討しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ野田首相が南スーダンへＰＫＯの派遣の決定を急いだのは、近く開かれる日米首脳会談で、海外派兵の強化を求めるオバマ米大統領の要求にすすんで応えるためです。南スーダンでは独立してまもない８月、東部の１０カ所以上の村で大規模な衝突が発生し、女性など数百人が殺害される事件が起きました。１０月２９日には北部での政府軍と反政府軍の戦闘で市民ら７５人以上が犠牲になっています。危険が明らかなのに自衛隊を送り込むのは、ＰＫＯ派遣は「安全」を前提とするという政府見解にも反しています。国際社会の多くは、戦争を放棄した憲法をもっているから日本に信頼を寄せているのです。この事を忘れてはなりません。　　　　
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